
第６７回社会保障審議会医療保険部会 

議事次第 

 

 
   平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ９ 日 （ 月 ） 

   １ ４ 時 ０ ０ 分 ～ １ ６ 時 ０ ０ 分 

  場 所 ： グ ラ ン ド ア ー ク 半 蔵 門 

 

（議 題）   

 

            １． 医療保険部会の今後の検討スケジュールについて 

            ２． 高額療養費の見直しについて 

 

 

（配布資料） 

 

資  料  １   「法制上の措置」骨子（医療保険制度関係）の実施スケジュール 

資  料  ２  社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」

の骨子と社会保障制度改革国民会議報告書の対比表 

資  料  ３  高額療養費の見直しについて 

 

参 考 資 料 １  社会保障制度改革推進法第４条の規定に基づく「法制上の措置」 

の骨子について（平成２５年８月２１日閣議決定） 

参 考 資 料 ２  平成２６年度予算概算要求の概要（医療・健康分野抜粋版） 

参考資料３－１  次期診療報酬改定における社会保障・税一体改革関連の基本的な 

  考え方について（これまでの医療保険部会・医療部会における議論 

を整理したもの）（平成２５年９月６日） 

参考資料３－２  社会保障審議会 医療保険部会 各委員の発言要旨【未定稿】 

参考資料３－３  社会保障審議会 医療部会 各委員の発言要旨【未定稿】 

参 考 資 料 ４  議論の整理（平成２５年１月９日・医療保険部会まとめ） 

 

委員提出資料１  岡﨑委員提出資料 

委員提出資料２  小林委員提出資料 

委員提出資料３  齋藤委員提出資料 

委員提出資料４  福田委員提出資料 
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「法制上の措置」骨子の文言 実施スケジュール

２．医療制度
（６）持続可能な医療保険制度を構築するため、次に掲げる事項等につい
て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

①　医療保険制度の財政基盤の安定化について次に掲げる措置

イ　国民健康保険（国保）の財政支援の拡充 平成27年法案提出等

ロ　国保の保険者、運営等の在り方に関し、保険料の適正化等の取組を
推進するとともに、イに掲げる措置により、国保の財政上の構造的な問題
を解決することとした上で、国保の運営業務について、財政運営を始めと
して都道府県が担うことを基本としつつ、保険料の賦課徴収、保健事業
の実施等に関する市区町村の積極的な役割が果たされるよう都道府県・
市区町村で適切に役割分担するために必要な措置

平成27年法案提出

ハ　健康保険法等の一部を改正する法律（平成25年法律第26号）附則第
２条に規定する所要の措置

平成27年法案提出

②　保険料に係る国民の負担に関する公平の確保について次に掲げる
措置

イ　国保及び後期高齢者医療制度の低所得者の保険料負担を軽減する
措置

平成26年度税制改正、
政令改正

ロ　被用者保険者に係る後期高齢者支援金の全てを総報酬割とする措
置

平成27年法案提出

ハ　所得水準の高い国民健康保険組合に対する国庫補助の見直し 平成27年法案提出

ニ　国保の保険料の賦課限度額及び被用者保険の標準報酬月額の上
限額の引上げ

平成26年度税制改正、
政令改正、
平成27年法案提出

③　保険給付の対象となる療養の範囲の適正化等について次に掲げる
措置

イ　低所得者の負担に配慮しつつ行う、70歳から74歳までの者の一部負
担金の取扱い及びこれと併せて検討する負担能力に応じた負担の観点
からの高額療養費の見直し

平成26年度予算措置、
政令改正

ロ　医療提供施設相互間の機能の分担や在宅療養との公平の観点から
の外来・入院に関する給付の見直し

平成27年法案提出

「法制上の措置」骨子（医療保険制度関係）の実施スケジュール

法制上の措置（骨子）に盛り込まれた事項については、社会保障審議会医療保険部会等で議論
し、平成26年度から平成29年度までを目途に順次必要な措置を講ずる。法改正が必要な事項に
ついては、平成27年通常国会に法律案を提出することを目指す。

平成２５年９月９日 第６７回社会保障審議会医療保険部会 資 料 １



医
療
保
険
部
会
で
の
検
討
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
法
制
上
の
措
置
関
連
）
（
案
）

医
療
保
険
部
会

地
方
団
体
と
の
協
議

高
額
療
養

費
の
見
直
し

・
国
保
・
後
期
高
齢
者

医
療
の
低
所
得
者

保
険
料
負
担
軽
減

措
置

・
国
保
の
保
険
料
賦

課
限
度
額
引
上
げ

診
療
報
酬
改
定

基
本
方
針

・
被
用
者
保
険
の
標
準

報
酬
月
額
の
引
上
げ

・
所
得
水
準
の
高
い

国
保
組
合
へ
の
国
庫

補
助
の
見
直
し

・
医
療
提
供
施
設
相
互

間
の
機
能
の
分
担
や

在
宅
療
養
と
の
公
平

の
観
点
か
ら
の
外
来
・

入
院
に
関
す
る
給
付

の
見
直
し

・
後
期
高
齢
者
支
援
金

の
全
面
総
報
酬
割

・
協
会
け
ん
ぽ
の

国
庫
補
助
率
や

高
齢
者
医
療
の

費
用
負
担
の
在
り
方

・
国
保
の
財
政
支
援
の

拡
充

・
国
保
の
保
険
者
、
運

営
等
の
あ
り
方

・
国
保
の
低
所
得
者
保
険

料
負
担
軽
減
措
置
（
再

掲
）

・
国
保
の
保
険
料
賦
課
限

度
額
引
上
げ
（
再
掲
）

・
国
保
の
財
政
支
援
の
拡

充
（
再
掲
）

・
国
保
の
保
険
者
、
運
営
等

の
あ
り
方
（
再
掲
）

25
年
９
月

議
論

議
論

議
論

12
月

と
り
ま
と
め

と
り
ま
と
め

と
り
ま
と
め

26
年
４
月

議
論

議
論

（
中
間
ま
と
め
）

（
中
間
ま
と
め
）

12
月

と
り
ま
と
め

と
り
ま
と
め

対
応
方
針

26
年
度
中

を
目
途
に

政
令
改
正

26
年
度
税
制
改
正
、

予
算
措
置
、

政
令
改
正

26
年
度
改
定

27
年
常
会
に
法
案
提
出

27
年
常
会
に
法
案
提
出

議論

随
時
医
療
保
険
部
会

へ
検
討
状
況
報
告



社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」
の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

一
 
講
ず
べ
き
社
会
保
障
制
度
改
革
の
措
置

等
 

２
．
医
療
制
度

 
 （
１
）
個
人
の
選
択
を
尊
重
し
つ
つ
、
健
康
管
理

や
疾
病
予
防
な
ど
自
助
努
力
を
行
う
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
を
持
て
る
仕
組
み
の
検
討
な
ど
、
個

人
の
主
体
的
な
健
康
の
維
持
増
進
へ
の
取

組
を
奨
励
す
る
。

 
 （
２
）
情
報
通
信
技
術
、
レ
セ
プ
ト
等
を
適
正
に

活
用
し
つ
つ
、
事
業
主
、
地
方
公
共
団
体
及

び
保
険
者
等
の
多
様
な
主
体
に
よ
る
保
健
事

業
の
推
進
、
後
発
医
薬
品
の
使
用
の
促
進

及
び
外
来
受
診
の
適
正
化
そ
の
他
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
。

 
      

Ⅱ
 医
療
・介
護
分
野
の
改
革

 
１

 改
革
が
求
め
ら
れ
る
背
景
と
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
の
使
命

 
（３
）改
革
の
方
向
性

 
 
③

 健
康
の
維
持
増
進
等

 
 そ
の
際
、
国
民
の
Ｑ
Ｏ
Ｌ
を
高
め
る
と
と
も
に
、
高
齢
者
の
社
会
参
加
も
含
め
、
社
会
の
支
え

手
を
少
し
で
も
増
や
し
て
い
く
観
点
か
ら
も
、
国
民
の
健
康
の
維
持
増
進
、
疾
病
の
予
防
及
び
早

期
発
見
等
を
積
極
的
に
促
進
す
る
必
要
も
生
ま
れ
て
く
る
。
具
体
的
に
は
、
医
療
関
連
情
報
の

電
子
化
・利
活
用
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
医
療
提
供
者
に
持
た
せ
る
よ
う
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

医
療
保
険
者
が
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
て
レ
セ
プ
ト
等
デ
ー
タ
を
分
析
し
、
加
入
者
の
健
康
づ
く
り
を
行
う

な
ど
疾
病
予
防
の
促
進
等
を
図
る
こ
と
で
、
国
民
の
健
康
寿
命
を
延
ば
し
、
平
均
寿
命
と
の
差

の
短
縮
を
目
指
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
医
療
保
険
者
は
そ
の
加
入
者
の
健
康
維
持
・

疾
病
予
防
に
積
極
的
に
取
り
組
む
よ
う
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
働
く
仕
組
み
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、

加
入
者
の
自
発
的
な
健
康
づ
く
り
へ
の
サ
ポ
ー
ト
の
在
り
方
等
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

 
          

「
法
制
上
の
措
置
」
の
骨
子
と
国
民
会
議
報
告
書
の
記
述
の
比
較

 

平
成
２
５
年
９
月
９
日

 
第
６
７
回
社
会
保
障
審
議
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医
療
保
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２
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

（６
）
持
続
可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す

る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
等
に
つ
い
て
検

討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
。

 
 ①

 
医
療
保
険
制
度
の
財
政
基
盤
の
安
定
化

に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置

 
 イ

 
国
民
健
康
保
険
（
国
保
）の
財
政
支
援
の

拡
充

 
   

３
 医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
     国

民
皆
保
険
制
度
を
守
る
た
め
に
は
、
こ
う
し
た
現
在
の
市
町
村
国
保
の
赤
字
の
原
因
や
運

営
上
の
課
題
を
、
現
場
の
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
分
析
し
た
上
で
、
国
民
健
康
保
険
が
抱
え
る
財

政
的
な
構
造
問
題
や
保
険
者
の
在
り
方
に
関
す
る
課
題
を
解
決
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 
（略
） 

 
 た
だ
し
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
的
な
構
造
問
題
を
放
置
し
た
ま
ま
、
国
民
健
康
保
険
の
保

険
者
を
都
道
府
県
と
し
た
と
し
て
も
、
多
額
の
赤
字
を
都
道
府
県
に
背
負
わ
せ
る
だ
け
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
抜
本
的
な
財
政
基
盤
の
強
化
を
通
じ
て
国
民
健
康
保
険
の
財
政
的
な
構
造
問
題

の
解
決
が
図
ら
れ
る
こ
と
が
、
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
を
都
道
府
県
に
移
行
す
る
前
提
条

件
と
な
る
。

 

ロ
 
国
保
の
保
険
者
、
運
営
等
の
在
り
方
に
関

し
、
保
険
料
の
適
正
化
等
の
取
組
を
推
進
す

る
と
と
も
に
、
イ
に
掲
げ
る
措
置
に
よ
り
、
国
保

の
財
政
上
の
構
造
的
な
問
題
を
解
決
す
る
こ

と
と
し
た
上
で
、
国
保
の
運
営
業
務
に
つ
い
て
、

財
政
運
営
を
始
め
と
し
て
都
道
府
県
が
担
う

こ
と
を
基
本
と
し
つ
つ
、
保
険
料
の
賦
課
徴
収
、

保
健
事
業
の
実
施
等
に
関
す
る
市
区
町
村

の
積
極
的
な
役
割
が
果
た
さ
れ
る
よ
う
都
道

府
県
・
市
区
町
村
で
適
切
に
役
割
分
担
す
る

た
め
に
必
要
な
措
置

 

２
 

 医
療
・介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

 
（２
）都
道
府
県
の
役
割
強
化
と
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
の
都
道
府
県
移
行

 
 

 
 

 効
率
的
な
医
療
提
供
体
制
へ
の
改
革
を
実
効
あ
ら
し
め
る
観
点
か
ら
は
、
国
民
健
康
保
険
に

係
る
財
政
運
営
の
責
任
を
担
う
主
体
（
保
険
者
）
を
都
道
府
県
と
し
、
更
に
地
域
に
お
け
る
医
療

提
供
体
制
に
係
る
責
任
の
主
体
と
国
民
健
康
保
険
の
給
付
責
任
の
主
体
を
都
道
府
県
が
一
体

的
に
担
う
こ
と
を
射
程
に
入
れ
て
実
務
的
検
討
を
進
め
、
都
道
府
県
が
地
域
医
療
の
提
供
水
準

と
標
準
的
な
保
険
料
等
の
住
民
負
担
の
在
り
方
を
総
合
的
に
検
討
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
体

制
を
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。
た
だ
し
、
国
民
健
康
保
険
の
運
営
に
関
す
る
業
務
に
つ
い
て
、
財
政

運
営
を
始
め
と
し
て
都
道
府
県
が
担
う
こ
と
を
基
本
と
し
つ
つ
、
保
険
料
の
賦
課
徴
収
・
保
健
事

業
な
ど
引
き
続
き
市
町
村
が
担
う
こ
と
が
適
切
な
業
務
が
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
都
道
府
県
と
市

町
村
が
適
切
に
役
割
分
担
を
行
い
、
市
町
村
の
保
険
料
収
納
や
医
療
費
適
正
化
へ
の
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
分
権
的
な
仕
組
み
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

３
 

 医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  

 国
民
皆
保
険
制
度
を
守
る
た
め
に
は
、
こ
う
し
た
現
在
の
市
町
村
国
保
の
赤
字
の
原
因
や
運

営
上
の
課
題
を
、
現
場
の
実
態
を
踏
ま
え
つ
つ
分
析
し
た
上
で
、
国
民
健
康
保
険
が
抱
え
る
財

政
的
な
構
造
問
題
や
保
険
者
の
在
り
方
に
関
す
る
課
題
を
解
決
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
（略
） 

    た
だ
し
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
的
な
構
造
問
題
を
放
置
し
た
ま
ま
、
国
民
健
康
保
険
の
保

険
者
を
都
道
府
県
と
し
た
と
し
て
も
、
多
額
の
赤
字
を
都
道
府
県
に
背
負
わ
せ
る
だ
け
で
あ
る
。

し
た
が
っ
て
、
抜
本
的
な
財
政
基
盤
の
強
化
を
通
じ
て
国
民
健
康
保
険
の
財
政
的
な
構
造
問
題

の
解
決
が
図
ら
れ
る
こ
と
が
、
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
を
都
道
府
県
に
移
行
す
る
前
提
条

件
と
な
る
。
そ
の
財
源
に
つ
い
て
は
、
後
述
す
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
に
対
す
る
負
担
方
法
を

全
面
総
報
酬
割
に
す
る
こ
と
に
よ
り
生
ず
る
財
源
を
も
考
慮
に
入
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

 
 

 そ
の
際
に
は
、
財
政
基
盤
の
強
化
の
た
め
に
必
要
な
公
費
投
入
だ
け
で
な
く
、
保
険
料
の
適

正
化
な
ど
国
民
健
康
保
険
自
身
の
努
力
に
よ
っ
て
、
国
民
健
康
保
険
が
将
来
に
わ
た
っ
て
持

続
可
能
と
な
る
よ
う
な
仕
組
み
に
つ
い
て
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
（略
）

 
 
そ
の
際
、
協
会
け
ん
ぽ
の
支
援
金
負
担
へ
の
国
庫
補
助
が
不
要
と
な
る
が
、
こ
れ
に
よ
っ
て

生
ず
る
税
財
源
の
取
扱
い
は
、
限
ら
れ
た
財
政
資
金
を
い
か
に
効
率
的
・効
果
的
に
用
い
る
か

と
い
う
観
点
か
ら
、
将
来
世
代
の
負
担
の
抑
制
に
充
て
る
の
で
な
け
れ
ば
、
他
の
重
点
化
・効

率
化
策
と
同
様
に
今
般
の
社
会
保
障
・税
一
体
改
革
に
お
け
る
社
会
保
障
の
機
能
強
化
策
全

体
の
財
源
と
し
て
有
効
に
活
用
し
、
国
民
に
広
く
還
元
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
う
し
た
財
源
面
で
の

貢
献
は
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
上
の
構
造
的
な
問
題
を
解
決
す
る
こ
と
と
し
た
上
で
の
保
険

者
の
都
道
府
県
へ
の
円
滑
な
移
行
を
実
現
す
る
た
め
に
不
可
欠
で
あ
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

ハ
 
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成

25
年
法
律
第

26
号
）附
則
第
２
条
に

規
定
す
る
所
要
の
措
置

 
        

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
     ま

た
、
上
記
の
健
康
保
険
法
等
の
一
部
改
正
法
の
附
則
に
お
い
て
は
、
高
齢
者
の
医
療
に

要
す
る
費
用
の
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
検
討
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
協
会
け
ん
ぽ
の
国

庫
補
助
率
に
つ
い
て
検
討
す
る
旨
の
規
定
が
付
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
に
の
っ
と
っ
て
、
高
齢
者
の

医
療
に
要
す
る
費
用
の
負
担
の
在
り
方
を
含
め
た
検
討
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
そ
の
際
、
日
本

の
被
用
者
保
険
の
保
険
料
率
は
、
医
療
保
障
を
社
会
保
険
方
式
で
運
営
し
て
い
る
フ
ラ
ン
ス
や

ド
イ
ツ
等
よ
り
も
低
い
こ
と
や
、
前
述
の
と
お
り
健
保
組
合
間
で
保
険
料
率
に
大
き
な
格
差
が
あ

る
こ
と
、
そ
の
他
被
用
者
保
険
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
被
用
者
保
険
に
お
け
る
共
同
事
業
の
拡

大
に
取
り
組
む
こ
と
も
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

 

②
 
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る

公
平
の
確
保
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置

 
 イ

 
国
保
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
低

所
得
者
の
保
険
料
負
担
を
軽
減
す
る
措
置

 
 

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  
次
に
、
「
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保
」に
つ
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
保

険
料
負
担
が
困
難
と
な
る
国
民
健
康
保
険
の
低
所
得
者
に
対
し
て
負
担
軽
減
が
図
ら
れ
て
き

た
こ
と
が
、
国
民
皆
保
険
制
度
の
維
持
に
つ
な
が
っ
て
き
た
こ
と
を
踏
ま
え
る
べ
き
で
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
ま
ず
、
国
民
健
康
保
険
の
低
所
得
者
に
対
す
る
保
険
料
軽
減
措
置
の
拡
充
を
図
る
べ

き
で
あ
り
、
具
体
的
に
は
、
対
象
と
な
る
軽
減
判
定
所
得
の
基
準
額
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。

 

 
こ
の
よ
う
な
低
所
得
者
対
策
は
、
低
所
得
者
が
多
く
加
入
す
る
国
民
健
康
保
険
に
対
す
る
財

政
支
援
の
拡
充
措
置
と
併
せ
、
今
般
の
社
会
保
障
・税
一
体
改
革
に
伴
う
消
費
税
率
引
上
げ

に
よ
り
負
担
が
増
え
る
低
所
得
者
へ
の
配
慮
と
し
て
も
適
切
な
も
の
で
あ
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

ロ
 
被
用
者
保
険
者
に
係
る
後
期
高
齢
者
支

援
金
の
全
て
を
総
報
酬
割
と
す
る
措
置

 
 

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  
後
期
高
齢
者
支
援
金
に
対
す
る
負
担
方
法
に
つ
い
て
、
健
康
保
険
法
等
の
一
部
改
正
に
よ
り

被
用
者
保
険
者
が
負
担
す
る
支
援
金
の

3
分
の

1
を
各
被
用
者
保
険
者
の
総
報
酬
に
応
じ
た
負

担
と
す
る
こ
と
（総
報
酬
割
）を

2013
（平
成

2
5）年

度
か
ら

2
年
間
延
長
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ

て
い
る
が
、
支
援
金
の

3分
の

2に
つ
い
て
は
加
入
者
数
に
応
じ
た
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
た

め
に
負
担
能
力
が
低
い
被
用
者
保
険
者
の
負
担
が
相
対
的
に
重
く
な
っ
て
い
て
、
健
保
組
合

の
中
で
も

3倍
程
度
の
保
険
料
率
の
格
差
が
あ
る
。
こ
の
支
援
金
負
担
に
つ
い
て
、

2015
（
平
成

27）年
度
か
ら
は
被
用
者
保
険
者
間
の
負
担
の
按
分
方
法
を
全
面
的
に
総
報
酬
割
と
し
、
被
用

者
保
険
者
間
、
す
な
わ
ち
協
会
け
ん
ぽ
と
健
保
組
合
、
さ
ら
に
は
共
済
組
合
の
保
険
料
負
担
の

平
準
化
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
負
担
に
関
す
る
公
平
化
措
置
に
よ
り
、
総
数
約

1400
の

健
保
組
合
の

4割
弱
の
健
保
組
合
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
、
健
保
組
合
の
中
で
の
保
険
料
率
格

差
も
相
当
に
縮
小
す
る
こ
と
に
も
な
る
。

 

ハ
 
所
得
水
準
の
高
い
国
民
健
康
保
険
組
合

に
対
す
る
国
庫
補
助
の
見
直
し

 
 

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  

 加
え
て
、
所
得
の
高
い
国
民
健
康
保
険
組
合
に
対
す
る
定
率
補
助
も
か
ね
て
廃
止
の
方
針

が
示
さ
れ
て
お
り
、
保
険
料
負
担
の
公
平
の
観
点
か
ら
、
廃
止
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
必
要

が
あ
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

ニ
 
国
保
の
保
険
料
の
賦
課
限
度
額
及
び
被

用
者
保
険
の
標
準
報
酬
月
額
の
上
限
額
の

引
上
げ

 
 

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  

 国
民
健
康
保
険
に
お
い
て
、
相
当
の
高
所
得
の
者
で
あ
っ
て
も
保
険
料
の
賦
課
限
度
額
し
か

負
担
し
な
い
仕
組
み
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
改
め
る
た
め
、
保
険
料
の
賦
課
限
度
額
を
引
き
上
げ

る
べ
き
で
あ
る
。
同
様
の
問
題
が
被
用
者
保
険
に
お
い
て
も
生
じ
て
お
り
、
被
用
者
保
険
に
お
い

て
も
標
準
報
酬
月
額
上
限
の
引
上
げ
を
検
討
す
る
べ
き
で
あ
る
。

 

③
 
保
険
給
付
の
対
象
と
な
る
療
養
の
範
囲
の

適
正
化
等
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置

 
 イ

 
低
所
得
者
の
負
担
に
配
慮
し
つ
つ
行
う
、

7
0
歳
か
ら

74
歳
ま
で
の
者
の
一
部
負
担
金
の

取
扱
い
及
び
こ
れ
と
併
せ
て
検
討
す
る
負
担

能
力
に
応
じ
た
負
担
の
観
点
か
ら
の
高
額
療

養
費
の
見
直
し

 
 

３
 

 医
療
保
険
制
度
改
革

 
（２
）医
療
給
付
の
重
点
化
・効
率
化
（療
養
の
範
囲
の
適
正
化
等
）

 
  

  ま
た
、
現
在
、
暫
定
的
に

1割
負
担
と
な
っ
て
い
る

70
～

74歳
の
医
療
費
の
自
己
負
担
に
つ

い
て
は
、
現
役
世
代
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
、
高
齢
者
に
も
応
分
の
負
担
を
求
め
る
観
点
か
ら
、

法
律
上
は

2割
負
担
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、
世
代
間
の
公
平
を
図
る
観

点
か
ら
止
め
る
べ
き
で
あ
り
、
政
府
に
お
い
て
は
、
そ
の
方
向
で
、
本
年

6
月
に
閣
議
決
定
し
た

「経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
」の
と
お
り
「
早
期
に
結
論
を
得
る
」
べ
き
で
あ
る
。
そ
の

際
は
、
低
所
得
者
の
負
担
に
配
慮
し
つ
つ
、
既
に
特
例
措
置
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
高
齢
者
の

自
己
負
担
割
合
は
変
わ
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
新
た
に

70
歳
に
な
っ
た
者
か
ら
段
階
的
に
進
め

る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。

 
 
高
額
療
養
費
制
度
に
つ
い
て
は
、
所
得
区
分
ご
と
に
自
己
負
担
の
上
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る

が
、
現
行
の
仕
組
み
で
は
、
一
般
所
得
者
の
所
得
区
分
の
年
収
の
幅
が
大
き
い
た
め
、
中
低

所
得
者
層
の
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
。
低
所
得
者
に
配
慮
し
、
負
担
能
力
に
応
じ
て
応
分
の

負
担
を
求
め
る
と
い
う
保
険
料
負
担
に
お
け
る
考
え
方
と
同
様
の
制
度
改
正
が
求
め
ら
れ
る
。

具
体
的
に
は
、
高
額
療
養
費
の
所
得
区
分
に
つ
い
て
、
よ
り
き
め
細
や
か
な
対
応
が
可
能
と
な

る
よ
う
細
分
化
し
、
負
担
能
力
に
応
じ
た
負
担
と
な
る
よ
う
限
度
額
を
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
上
記
の
と
お
り
、

70～
74歳

の
医
療
費
の
自
己
負
担
に
係
る
特
例
措
置
が
見
直
さ
れ
る

 
の
で
あ
れ
ば
、
自
己
負
担
の
上
限
に
つ
い
て
も
、
そ
れ
に
合
わ
せ
た
見
直
し
が
必
要
に
な
る
が
、

そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
は
検
討
が
必
要
に
な
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

ロ
 
医
療
提
供
施
設
相
互
間
の
機
能
の
分
担

や
在
宅
療
養
と
の
公
平
の
観
点
か
ら
の
外

来
・
入
院
に
関
す
る
給
付
の
見
直
し

 
 

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（２
）医
療
給
付
の
重
点
化
・効
率
化
（療
養
の
範
囲
の
適
正
化
等
）

 
  
ま
ず
、
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
の
基
本
は
守
り
つ
つ
、
限
り
あ
る
医
療
資
源
を
効
率
的
に
活
用
す
る

と
い
う
医
療
提
供
体
制
改
革
に
即
し
た
観
点
か
ら
は
、
医
療
機
関
間
の
適
切
な
役
割
分
担
を
図

る
た
め
、
「緩
や
か
な
ゲ
ー
ト
キ
ー
パ
ー
機
能
」の
導
入
は
必
要
と
な
る
。
こ
う
し
た
改
革
は
病
院

側
、
開
業
医
側
双
方
か
ら
も
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
り
、
大
病
院
の
外
来
は
紹
介
患
者
を
中

心
と
し
、
一
般
的
な
外
来
受
診
は
「か
か
り
つ
け
医
」に
相
談
す
る
こ
と
を
基
本
と
す
る
シ
ス
テ
ム

の
普
及
、
定
着
は
必
須
で
あ
ろ
う
。
そ
の
た
め
、
紹
介
状
の
な
い
患
者
の
一
定
病
床
数
以
上
の

病
院
の
外
来
受
診
に
つ
い
て
、
初
再
診
料
が
選
定
療
養
費
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
が
、
一
定
の

定
額
自
己
負
担
を
求
め
る
よ
う
な
仕
組
み
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
大
病
院
の
勤

務
医
の
負
担
軽
減
に
も
つ
な
が
る
。
も
ち
ろ
ん
、
上
記
の
よ
う
な
受
診
行
動
が
普
及
す
る
に
は
、

医
師
が
今
よ
り
も
相
当
に
身
近
な
存
在
と
な
る
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
へ
の
取
組
も
必
要
で

あ
り
、
医
療
の
提
供
を
受
け
る
患
者
の
側
に
、
大
病
院
に
す
ぐ
に
行
か
な
く
と
も
、
気
軽
に
相
談

で
き
る
と
い
う
安
心
感
を
与
え
る
医
療
体
制
の
方
が
望
ま
し
い
こ
と
を
理
解
し
て
も
ら
わ
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
患
者
の
意
識
改
革
も
重
要
と
な
る
。

 

 
さ
ら
に
、
今
後
、
患
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
形
で
入
院
医
療
か
ら
在
宅
医
療
へ
の
シ
フ
ト
が
見

込
ま
れ
る
中
、
入
院
療
養
に
お
け
る
給
食
給
付
等
の
自
己
負
担
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
入
院
医

療
と
在
宅
医
療
と
の
公
平
を
図
る
観
点
か
ら
見
直
す
こ
と
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。
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社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の

 
規
定
に
基
づ
く
「法
制
上
の
措
置
」の
骨
子

 
（
平
成
２
５
年
８
月
２
１
日
閣
議
決
定
）

 

社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
平
成
２
５
年
８
月
６
日
）

 

（７
）
次
期
医
療
計
画
の
策
定
時
期
が
平
成

3
0

年
度
で
あ
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
（６
）に
掲
げ
る

必
要
な
措
置
を
平
成

2
6
年
度
か
ら
平
成

2
9
年

度
ま
で
を
目
途
に
順
次
講
ず
る
。
法
改
正
が

必
要
な
措
置
に
つ
い
て
は
、
必
要
な
法
律
案

を
平
成

27
年
通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
を

目
指
す
。

 
 

２
 

 医
療
・介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

 
（２
）都
道
府
県
の
役
割
強
化
と
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
の
都
道
府
県
移
行

 
  
ま
た
、
当
該
移
行
に
つ
い
て
は
、
次
期
医
療
計
画
の
策
定
を
待
た
ず
行
う
医
療
提
供
体
制
改

革
の
一
環
と
し
て
行
わ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
移
行
に
際
し
、
様
々
な
経
過
的
な
措
置
が
必

要
と
な
る
こ
と
は
別
と
し
て
、
次
期
医
療
計
画
の
策
定
前
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。

 
 

（８
）
（
６
）
に
掲
げ
る
措
置
の
実
施
状
況
等
を
踏

ま
え
、
高
齢
者
医
療
制
度
の
在
り
方
等
に
つ

い
て
、
必
要
に
応
じ
、
見
直
し
に
向
け
た
検
討

を
行
う
。

 
   

３
  
医
療
保
険
制
度
改
革

 
（１
）財
政
基
盤
の
安
定
化
、
保
険
料
に
係
る
国
民
の
負
担
に
関
す
る
公
平
の
確
保

 
  
な
お
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
つ
い
て
は
、
創
設
か
ら
既
に

5
年
が
経
過
し
、
現
在
で
は
十

分
定
着
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
今
後
は
、
現
行
制
度
を
基
本
と
し
な
が
ら
、
実
施
状
況
等
を

踏
ま
え
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
に
対
す
る
全
面
総
報
酬
割
の
導
入
を
始
め
、
必
要
な
改
善
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。

 

三
 
そ
の
他

 
２
．
地
方
公
共
団
体
等
と
の
協
議

 
 一
に
掲
げ
る
措
置
等
の
う
ち
病
床
の
機
能
分

化
、
医
師
等
の
確
保
及
び
国
保
の
見
直
し
に

関
す
る
事
項
に
つ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず

る
に
当
た
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
事
項
が
地
方

自
治
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
あ
る

こ
と
に
鑑
み
、
地
方
六
団
体
等
の
関
係
者
と

十
分
に
協
議
を
行
い
、
当
該
措
置
に
つ
い
て

こ
れ
ら
の
者
の
理
解
を
得
る
こ
と
を
目
指
す
。

 
 

２
 

 医
療
・介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

 
（２
）都
道
府
県
の
役
割
強
化
と
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
の
都
道
府
県
移
行

 
  
い
ず
れ
に
せ
よ
、
国
民
健
康
保
険
の
保
険
者
の
都
道
府
県
移
行
の
具
体
的
な
在
り
方
に
つ

い
て
は
、
国
と
地
方
団
体
と
の
十
分
な
協
議
が
必
要
と
な
る
。
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高
額
療
養
費
の
見
直
し
に
つ
い
て

 

平
成
２
５
年
９
月
９
日

 

厚
生
労
働
省
保
険
局

 

平
成
２
５
年
９
月
９
日

 
第
６
７
回
社
会
保
障
審
議
会
医
療
保
険
部
会

 
資

 
料

 
３

 
 



第
２
部

 
社
会
保
障
４
分
野
の
改
革

 

 
Ⅱ

 
医
療
・
介
護
分
野
の
改
革

 

 
 
３

 
医
療
保
険
制
度
改
革

 

 
 
（
２
）
医
療
給
付
の
重
点
化
・
効
率
化
（
療
養
の
範
囲
の
適
正
化
等
）

 
 

 
 

 
 

 
高
額
療
養
費
制
度
に
つ
い
て
は
、
所
得
区
分
ご
と
に
自
己
負
担
の
上
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、

 
 

 

 
 

 
 
現
行
の
仕
組
み
で
は
、
一
般
所
得
者
の
所
得
区
分
の
年
収
の
幅
が
大
き
い
た
め
、
中
低
所
得
者
層
の

 

 
 

 
 
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
。
低
所
得
者
に
配
慮
し
、
負
担
能
力
に
応
じ
て
応
分
の
負
担
を
求
め
る
と

 

 
 

 
 
い
う
保
険
料
負
担
に
お
け
る
考
え
方
と
同
様
の
制
度
改
正
が
求
め
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
高
額
療

 

 
 
 
 
養
費
の
所
得
区
分
に
つ
い
て
、
よ
り
き
め
細
や
か
な
対
応
が
可
能
と
な
る
よ
う
細
分
化
し
、
負
担
能

 

 
 
 
 
力
に
応
じ
た
負
担
と
な
る
よ
う
限
度
額
を
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
上
記
の
と
お
り
、

7
0
～

7
4
 
 

 
 

 
 
歳
の
医
療
費
の
自
己
負
担
に
係
る
特
例
措
置
が
見
直
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
自
己
負
担
の
上
限
に
つ

 

 
 

 
 
い
て
も
、
そ
れ
に
合
わ
せ
た
見
直
し
が
必
要
に
な
る
が
、
そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
に
つ
い
て
は
検
討
が
必

 

 
 

 
 
要
に
な
る
。

 社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書

 
（
抄
）
 

 
（
高
額
療
養
費
関
係
）
 

平
成

２
５

年
８

月
６

日
 

1
 



２
 
医
療
制
度

 

 
（
６
）
持
続
可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
事
項
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、

 

 
 

 
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
。

 

 
 
③

 
保
険
給
付
の
対
象
と
な
る
療
養
の
範
囲
の
適
正
化
等
に
つ
い
て
次
に
掲
げ
る
措
置

 

 
 

 
イ

 
低
所
得
者
の
負
担
に
配
慮
し
つ
つ
行
う
、

7
0
歳
か
ら

7
4
歳
ま
で
の
者
の
一
部
負
担
金
の
取
扱
い

 
 

 
 

 
 
及
び
こ
れ
と
併
せ
て
検
討
す
る
負
担
能
力
に
応
じ
た
負
担
と
の
観
点
か
ら
の
高
額
療
養
費
の
見
直

 

 
 

 
 
し

 

 
 

 
（
７
）
次
期
医
療
計
画
の
策
定
時
期
が
平
成

3
0
年
度
で
あ
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
（
６
）
に
掲
げ
る
必
要
な

 

 
 

 
措
置
を
平
成

2
6
年
度
か
ら
平
成

2
9
年
度
ま
で
を
目
途
に
順
次
講
ず
る
。
法
改
正
が
必
要
な
措
置
に
つ

 

 
 

 
い
て
は
、
必
要
な
法
律
案
を
平
成

2
7
年
通
常
国
会
に
提
出
す
る
こ
と
を
目
指
す
。

 
 

 
 

 
 

 
 

社
会
保
障
制
度
改
革
推
進
法
第
４
条
の
規
定
に
基
づ
く
「
法
制
上
の
措
置
」
の
骨
子
に
つ
い
て

(
抄

)
 

平
成

２
５

年
８

月
２

１
日

 
閣

 
 

議
 

 
決

 
 

定
 

2
 



＜
一
般
的
な
ケ
ー
ス

 （
３
割
負
担
）
＞

 

医
療
費

 
１
０
０
万
円

 

高
額
療
養
費
と
し
て
支
給

 
 
３
０
万
円
－
８
７

,４
３
０
円

 ＝
 ２
１
２

,５
７
０
円

 

高
額
療
養
費
制
度
の
概
要

 

※
80100÷

0.3=267000
 

○
 
高
額
療
養
費
制
度
は
、
家
計
に
対
す
る
医
療
費
の
自
己
負
担
が
過
重
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
医
療
機
関
の
窓
口
に
お
い
て
医

療
費
の
自
己
負
担
を
支
払
っ
て
い
た
だ
い
た
後
、
月
ご
と
の
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
、
事
後
的
に
保
険
者
か
ら

償
還
払
い
（
※
）
さ
れ
る
制
度
。
 

 
（
※
１
）
入
院
の
場
合
、
医
療
機
関
の
窓
口
で
の
支
払
い
を
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
に
と
ど
め
る
現
物
給
付
化
の
仕
組
み
を
導
入

 
 
（
※
２
）
外
来
で
も
、
平
成
２
４
年
４
月
か
ら
、
同
一
医
療
機
関
で
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
る
場
合
に
現
物
給
付
化
を
導
入

 

○
 
自
己
負
担
限
度
額
は
、
被
保
険
者
の
所
得
に
応
じ
、
一
般
・
上
位
所
得
者
・
低
所
得
者
に
分
か
れ
る
。
 

窓
口
負
担

 
３
０
万
円

 

自
己
負
担
限
度
額

 
 
８
０

,１
０
０
円
＋
（
１

,０
０
０

,０
０
０
円
－
２
６
７

,０
０
０
円
※
）
×
１
％

 
＝

 
８
７

,４
３
０
円

 

（
注
）
同
一
の
医
療
機
関
に
お
け
る
一
部
負
担
金
で
は
限
度
額
を
超
え
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
同
じ
月
の
複
数
の
医

療
機
関
に
お
け
る
一
部
負
担
金
（
７
０
歳
未
満
の
場
合
は
２
万
１
千
円
以
上
で
あ
る
こ
と
が
必
要
）
を
合
算
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
合
算
額
が
限
度
額
を
超
え
れ
ば
、
高
額
療
養
費
の
支
給
対
象
と
な
る
。

 

3
 



高
額
療
養
費
の
多
数
該
当
の
仕
組
み
 

○
 
現
行
の
高
額
療
養
費
制
度
で
は
、
同
一
世
帯
で
直
近
１
２
ヶ
月
間
に
、
高
額
療
養
費
が
支
給
さ
れ
た
月
が
３
ヶ
月
以
上

に
な
っ
た
場
合
は
、
４
ヶ
月
目
か
ら
自
己
負
担
限
度
額
が
軽
減
さ
れ
た
定
額
と
な
る
。

 

１
月
目
 

２
月
目
 

３
月
目

 
４
月
目
 

8
0,1

00円
 

＋
（
医
療
費
－

267,
00
0円

）
×
１
％
 

・
・
・
・
 

＜
所
得
区
分
「
一
般
」
の
場
合
＞

 

4
4,4

00円
 

直
近
１
２
ヶ
月
 

自
己
負
担
限
度
額
 

４
ヶ
月
目
か
ら
軽
減
・
定
額
 

＜
70歳

以
上
の
方
の
場
合
＞
 

所
得
区
分

 
軽
減
前
の
自
己
負
担
限
度
額

 

現
役
並
み
所
得
者

 
80,

100
円
＋
（
医
療
費
－

267,000
円
）
×

1%
 

＜
70歳

未
満
の
方
の
場
合
＞
 

所
得
区
分

 
軽
減
前
の
自
己
負
担
限
度
額

 

上
位
所
得
者

 
150,

000
円
＋
（
医
療
費
－

500,
0
00
円
）
×

1
% 

一
般

 
8
0,1

00円
＋
（
医
療
費
－

267,
000

円
）
×

1%
 

低
所
得
者

 
3
5,400円

 

多
数
回
該
当
の
場
合

 

44,
400

円
 

多
数
回
該
当
の
場
合

 

83,
400

円
 

44,
400

円
 

24,
600

円
 

（
注
）
「
一
般
」
や
「
低
所
得
者
」
の
区
分
の
方
に
つ
い
て
は
、
多
数
回
該
当
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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高
額
療
養
費
制
度
に
お
け
る
世
帯
単
位
の
合
算
の
仕
組
み
 

○
 
病
院
の
窓
口
で
支
払
う
１
か
月
の
自
己
負
担
額
が
合
算
対
象
基
準
額
（
レ
セ
プ
ト
１
件
あ
た
り
２
万
１
千
円
）
以
上
の
も
の

に
つ
い
て
、
同
じ
医
療
保
険
に
加
入
す
る
家
族
に
つ
い
て
世
帯
単
位
で
合
算
を
行
い
、
合
算
額
か
ら
そ
の
世
帯
に
お
け
る
自
己

負
担
限
度
額
を
控
除
し
た
額
を
高
額
療
養
費
と
し
て
支
給
す
る
。

 

Ａ
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
4

2
,0

0
0
円

 
（医

療
費
：1

4
0

,0
0

0
円
） 

Ｂ
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
1

6
,5

0
0
円

 
（医

療
費
：5

5
,0

0
0
円
） 

Ａ
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
2

5
,2

0
0
円

 
（医

療
費
：8

4
,0

0
0
円
）

 

世
帯
合
算
自
己
負
担
限

度
額
（

*）
 

  

世
帯
合
算

 

高
額
療
養
費
と
し
て
支
給

 

＝ 

世
帯
合
算
後
の
自

己
負
担
額

 

4
2

,0
0

0
円

 
+2

4
,0

0
0
円

 
+2

5
,2

0
0
円

 
+2

4
,0

0
0
円

 
=1

1
5

,2
0

0
円

 

＝ 

81,
270円

 

高
額
療
養
費
支
給
額
 

＝ 

33,
930円

 

＊
 
自
己
負
担
限
度
額
＝

80,100円
+｛

（
140,000円

+80,000円
+84,000円

+80,000
円
）
－
267,000

円
｝
×
1%＝

81,270円
 

＊
 
7
0
歳
以
上
の
場
合
、
高
齢
者
の
負
担
軽
減
の
た
め
、
一
部
負
担
金
の
額
が

21,000
円
未
満
で
あ
っ
て
も
合
算
さ
れ
る
。

 
＊
 
世
帯
全
体
の
負
担
額
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
償
還
払
い
で
対
応
。
（
一
部
に
つ
い
て
現
物
給
付
対
応
）

 

※
 
全
世
帯
員
が

7
0
歳
未
満
・
同
一
制
度
加
入
の
ケ
ー
ス

 

Ｃ
歯
科
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
1

5
,0

0
0
円

 
（医

療
費
：5

0
,0

0
0
円
） 

Ｃ
歯
科
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
2

4
,0

0
0
円

 
（医

療
費
：8

0
,0

0
0
円
） 

Ｂ
医
療
機
関

 
自
己
負
担
額

 
2

4
,0

0
0
円

 
（医

療
費
：8

0
,0

0
0
円
） 

被扶養者Ｂ
 

被扶養者Ｃ
 

被保険者Ａ 

×
 

×
 

＜
所
得
区
分
「
一
般
」
の
場
合
＞
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高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
（
現
行
）

 

要
 
件
 

自
己
負
担
限
度
額
（
１
月
当
た
り
）
 

上
位
所
得
者
 

[被
用
者
保
険

] 
標
準
報
酬
月
額
（
※
１
）
53万

円
以
上
 

[国
保
]
 
世
帯
の
年
間
所
得
(
旧
た
だ
し
書
き
所
得
（
※
２
）
)が

600
万
円
超
 

1
50
,
0
0
0円

＋
（
医
療
費
－

50
0
,
0
0
0
）
×
１
％
 

〈
多
数
該
当

 
8
3,
4
00
円
〉
 

一
般
 

上
位
所
得
者
、
低
所
得
者
以
外

 
8
0
,
1
0
0円

＋
（
医
療
費
－
267

,
0
00
円
）
×
１
％
 

〈
多
数
該
当

 
4
4,
4
00
円
〉
 

低
所
得
者
 

[被
用
者
保
険

] 
被
保
険
者
が
市
町
村
民
税
非
課
税
 

[国
保
]
 
世
帯
主
及
び
世
帯
の
被
保
険
者
全
員
が
市
町
村
民
税
非
課
税
等
 

3
5
,
4
00円

 
〈
多
数
該
当

 
2
4,
6
00
円
〉
 

[７
０
歳
未
満

] 
〈
 
〉
は
多
数
該
当
（
過
去
12カ

月
に
3回

以
上
高
額
療
養
費
の
支
給
を
受
け

4
回
目
に
該
当
）
の
場
合
 

要
 
件
 

外
来
(個

人
ご
と

) 
自
己
負
担
限
度
額
（
１
月
当
た
り
）
 

現
役
並
み
 

所
得
者
 

[
後
期
・
国
保

]
課
税
所
得
1
45
万
円
以
上
（
※
３
）
 

[
被
用
者
保
険

]
標
準
報
酬
月
額

28
万
円
以
上
(※

３
) 

44,400
円
 

80
,
10
0円

＋
（
医
療
費
－
2
67
,0
0
0
円
）
×
1
％
 
〈
多
数

該
当
44
,
400

円
〉
 

一
般
 

現
役
並
み
所
得
者
、
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
に
該
当
し
な
い
者
 

12,000
円
 

4
4,
4
0
0円

 

低所得者 

Ⅱ
 

[後
期
]  世

帯
員
全
員
が
市
町
村
民
税
非
課
税
 

[
国
保
]
 
世
帯
主
及
び
世
帯
の
被
保
険
者
全
員
が
市
町
村
民
税
非
課
税
 

[
被
用
者
保
険

]
 
被
保
険
者
が
市
町
村
民
税
非
課
税

 
等
 

8,000
円
 

2
4,
6
0
0円

 

Ⅰ
 

[
後
期
]
 
世
帯
員
全
員
の
所
得
が
一
定
以
下
 

[
国
保
]
 
世
帯
主
及
び
世
帯
の
被
保
険
者
全
員
の
所
得
が
一
定
以
下
（
※

４
）
 

[被
用
者
保
険
] 

被
保
険
者
及
び
被
扶
養
者
の
所
得
が
一
定
以
下
（
※

４
）
 
等
 

1
5,
0
0
0円

 

[７
０
歳
以
上

] 

※
１
 
「
標
準
報
酬
月
額
」
：
４
月
か
ら
６
月
の
給
料
・
超
勤
手
当
・
家
族
手
当
等
の
報
酬
の
平
均
月
額
を
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら
れ
た
等
級
別
の
報
酬
月
額
に
当
て
は
め
る
も

の
。
決
定
し
た
標
準
報
酬
月
額
は
、
そ
の
年
の
９
月
か
ら
翌
年
８
月
ま
で
使
用
す
る
。
 

※
２
 
「
旧
た
だ
し
書
き
所
得
」
：
収
入
総
額
か
ら
必
要
経
費
、
給
与
所
得
控
除
、
公
的
年
金
等
控
除
等
を
差
し
引
い
た
も
の
で
あ
る
総
所
得
金
額
か
ら
、
基
礎
控
除
（
３
３
万
円
）
を
さ

ら
に
差
し
引
い
た
も
の

 
※
３
 
70歳

以
上
の
高
齢
者
が
複
数
い
る
世
帯
の
場
合
、
収
入
の
合
計
額
が
520

万
円
未
満
（

70歳
以
上
の
高
齢
者
が
一
人
の
場
合
、
3
8
3万

円
未
満
）
を
除
く
。
 

※
４
 
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
る
市
町
村
民
税
に
係
る
所
得

(
退
職
所
得
を
除
く

)が
な
い
場
合

(年
金
収
入
の
み
の
場
合
、
年
金
受
給
額

8
0
万
円
以
下

) 
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高
額
療
養
費
の
現
行
の
自
己
負
担
限
度
額
の
考
え
方
 

要
 
件
 

自
己
負
担
限
度
額
(1
月
当
た
り

) 
所
得
区
分
要
件
・
限
度
額
設
定
の
考
え
方
 

上
位
所
得
者
 

[被
用
者
保
険
] 

標
準
報
酬
月
額
5
3万

円
以
上

※
①

 

[国
保
] 

世
帯
の
被
保
険
者
全
員
の
年
間
所
得

(基
礎
控
除
後
)の

合
計
額
が
60
0万

円
超

※
②

 

 
1
5
0,0

00円
※
③
＋
 

（
医
療
費
－

500,000
）
×
1% 

〈
多
数
該
当

 
83,400

円
〉

※
④
 

①
平
成

15年
家
計
調
査
の
勤
労
者
世
帯
の
世
帯
収
入
5分

位
の
第
1分

位
の
定
期

収
入

526
,9
39
円
に
相
当
 

②
標
準
報
酬
月
額
53
万
円
に
対
応
す
る
旧
た
だ
し
書
き
所
得

 
③
標
準
報
酬
月
額
53
万
円
に
対
応
す
る
総
報
酬
月
額

6
0万

円
の

2
5％

 
④
年
間
最
大
負
担
額
（
当
初
3カ

月
＋
多
数
該
当

9
カ
月
）
が
総
報
酬
月
額

6
0万

円
の

2カ
月
分
程
度
と
な
る
よ
う
設
定
 

一
般
 

上
位
所
得
者
、
低
所
得
者
以
外
 

 
80
,1
00円

※
⑤
＋
 

（
医
療
費
－

267,000
円
）
×
1% 

〈
多
数
該
当

 
44,400

円
〉

※
⑥
 

 

⑤
平
成

16年
度
の
政
管
平
均
標
準
報
酬
月
額

2
83
,
2
0
8円

に
対
応
す
る
総
報
酬

月
額

(約
32
万
円
)の

2
5
％
 

⑥
年
間
最
大
負
担
額
（
当
初
3カ

月
＋
多
数
該
当

9
カ
月
）
が
総
報
酬
月
額

3
2万

円
の

2カ
月
分
程
度
と
な
る
よ
う
設
定
 

低
所
得
者
 

[被
用
者
保
険
] 

被
保
険
者
が
市
町
村
民
税
非
課
税
 

[国
保
] 

世
帯
主
及
び
世
帯
の
被
保
険
者
全
員
が

市
町
村
民
税
非
課
税
 
等
 

 
35
,4
00円

※
⑦

 

〈
多
数
該
当

 
24,600

円
〉

※
⑦
 

⑦
昭
和

59年
改
正
で
低
所
得
者
の
負
担
限
度
額
が
健
保
1
5,
0
0
0
円
、
国
保

39,000
円
で
あ
っ
た
も
の
を
制
度
間
で
の
格
差
を
是
正
し
て

3
0,
0
0
0円

（
多

数
該
当

2
1,
000

円
）
と
し
た
。
そ
の
後
、
給
与
伸
び
率
、
可
処
分
所
得
伸
び

率
、
消
費
者
物
価
指
数
伸
び
率
を
勘
案
し
、
一
般
の
自
己
負
担
限
度
額
の
引

上
げ
と
平
仄
を
と
っ
て
、
平
成
元
年
・
3
年
・
5年

に
引
き
上
げ
た
が
、

5
年

以
降
は
据
え
置
き
。
 

[７
０
歳
未
満
] 

〈
 
〉
は
多
数
該
当
（
過
去
12カ

月
に
3回

以
上
高
額
療
養
費
の
支
給
を
受
け

4
回
目
に
該
当
）
の
場
合
 

要
 
件
 

自
己
負
担
限
度
額
（
１
月
当
た
り
）
 

所
得
区
分
要
件
・
限
度
額
設
定
の
考
え
方
 

外
来
(個

人
ご
と

) 

現
役
並
み
 

所
得
者
 

[後
期
・
国
保

] 
課
税
所
得
14
5
万
円
以
上
 

[被
用
者
保
険

] 
標
準
報
酬
月
額

2
8万

円
以
上
 

4
4,400

円
※
⑧
 

 
80,100円

※
⑨
＋
 

（
医
療
費
－

267,000
円
）
×
1% 

〈
多
数
該
当

44,400
円
〉

※
⑧

 

⑧
7
0
歳
未
満
の
一
般
の
多
数
該
当
限
度
額
に
合
わ
せ

て
設
定
 

⑨
7
0
歳
未
満
の
一
般
の
自
己
負
担
限
度
額
に
合
わ
せ

て
設
定
 

⑩
平
成

1
4年

1
0月

の
１
割
負
担
導
入
時
以
降
、
据
え

置
き
 

⑪
7
0
歳
未
満
の
低
所
得
者
の
多
数
該
当
限
度
額
に
合

わ
せ
て
設
定
 

一
般
 

現
役
並
み
所
得
者
、
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ

に
該
当
し
な
い
者
 

1
2,000

円
※
⑩
 

44,400円
※
⑧
 

低
所
得
者
 

 
Ⅱ
 

8,000円
※
⑩
 

24,600円
※
⑪
 

 
Ⅰ
 

15,000
円

※
⑩
 

[７
０
歳
以
上

] 

注
１
 
標
準
報
酬
月
額
：
４
月
か
ら
６
月
の
給
料
・
超
勤
手
当
・
家
族
手
当
等
の
報
酬
の
平
均
月
額
を
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら
れ
た
等
級
別
の
報
酬
月
額
に
当
て
は
め
る
も
の
。
 

注
２

 
旧
た
だ
し
書
き
所
得
：
収
入
総
額
か
ら
必
要
経
費
、
給
与
所
得
控
除
、
公
的
年
金
等
控
除
等
を
差
し
引
い
た
も
の
で
あ
る
総
所
得
金
額
か
ら
、
基
礎
控
除
（３
３
万
円
）を
さ
ら
に
差
し
引
い

た
も
の
。
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高
額
療
養
費
の
支
給
実
績

 

【
平
成

22
年
度
】

 
支
給
件
数

 
支
給
額

 
１
件
当
た
り
支
給
額

 

医
療
保
険
（
後
期
医
療
除
く
）

 
１
９
３
８
万
件

 
１
兆
５
０
８
１
億
円

 
７
７
，
８
２
９
円

 

協
会
け
ん
ぽ

 
２
９
２
万
件

 
３
１
１
８
億
円

 
１
０
６
，
９
５
４
円

 

健
保
組
合

 
１
９
２
万
件

 
１
９
７
３
億
円

 
１
０
２
，
７
１
６
円

 

共
済

 
５
９
万
件

 
６
０
３
億
円

 
１
０
１
，
３
３
２
円

 

国
保

 
１
３
９
３
万
件

 
９
３
７
３
億
円

 
６
７
，
２
７
４
円

 

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

 
２
５
８
０
万
件

 
４
７
０
８
億
円

 
１
８
，
２
４
８
円

 

計
 

４
５
１
８
万
件

 
１
兆
９
７
８
９
億
円

 
４
３
，
８
０
３
円
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高
額
療
養
費
の
支
給
額
の
推
移

 

8
,3

1
2

  

9
,3

3
5

  

1
3

,1
5

6
  

1
4

,0
7

4
  

1
4

,5
3

0
  

1
4

,9
0

5
  

1
6

,2
3

4
  

1
7

,1
3

0
  

1
8

,1
9

1
  

1
9

,7
8

9
  

0

2
0

0
0

4
0

0
0

6
0

0
0

8
0

0
0

1
0

0
0

0

1
2

0
0

0

1
4

0
0

0

1
6

0
0

0

1
8

0
0

0

2
0

0
0

0

2
2

0
0

0

平
成

1
3
年
度

 
1

4
年
度

 
1

5
年
度

 
1

6
年
度

 
1

7
年
度

 
1

8
年
度

 
1

9
年
度

 
2

0
年
度

 
2

1
年
度

 
2

2
年
度

 

（
億
円
）

 

10年
間
で
２
倍
以
上

 

（
注
） 
平
成

1
5
年
度
の
大
幅
な
支
給
額
の
増
加
は
、

1
4
年

1
0
月
か
ら
老
人
保
健
制
度
に
１
割
負
担

(す
べ
て
の
医
療
機
関

)を
導
入
し
た
こ
と
、

 
 

 
1

5
年

4
月
か
ら
健
保
本
人
の
自
己
負
担
割
合
を
２
割
負
担
か
ら
３
割
負
担
に
引
き
上
げ
た
こ
と
等
に
よ
る
。

 

9
 



高
額
療
養
費
の
見
直
し
の
方
向
性
に
つ
い
て

 

 
 ○

 
高
額
療
養
費
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
「
社
会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
報
告
書
」
に
基
づ
き
、
負
担
能
力
に
応
じ
た
負
担
と
す
る
 

 
 
観
点
か
ら
、
所
得
区
分
を
細
分
化
し
て
、
自
己
負
担
限
度
額
を
き
め
細
か
く
設
定
し
て
は
ど
う
か
。
 

 ＜
70歳

未
満
＞
 

 
○
 
現
在
の
所
得
区
分
及
び
自
己
負
担
限
度
額
は
、
「
上
位
所
得
者
（
年
収
約

790万
円
以
上
）
」
、
「
一
般
所
得
者
（
年
収
約

21
0万

 

 
 
円
（
※
）
～
約
79
0万

円
）
」
及
び
「
低
所
得
者
（
住
民
税
非
課
税
）
」
の
３
つ
に
区
分
さ
れ
て
い
る
が
、
報
告
書
を
踏
ま
え
、
「
一

 

 
 
般
所
得
者
」
及
び
「
上
位
所
得
者
」
の
所
得
区
分
を
細
分
化
す
る
こ
と
と
し
て
は
ど
う
か
。
ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
所
得
区
分
の
自
己
 

 
 
負
担
限
度
額
は
、
財
源
の
確
保
に
も
配
慮
し
つ
つ
、
現
行
と
同
様
、
総
報
酬
月
額
の
一
定
程
度
と
す
る
考
え
方
を
基
本
と
し
て
設
定

 

 
 
し
て
は
ど
う
か
。

 

 
（
※
）

3人
世
帯
（
給
与
所
得
者
、
夫
婦
子
一
人
の
場
合
）
 

 

＜
70歳

以
上
＞
 

 
○
 

70-7
4歳

の
患
者
負
担
の
見
直
し
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
「
一
般
所
得
者
」
及
び
「
現
役
並
み
所
得
者
」
の
所
得
区
分
を
細
分
化

 

 
 
す
る
こ
と
と
し
て
は
ど
う
か
。
ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
所
得
区
分
の
自
己
負
担
限
度
額
は
、
現
行
と
同
様
、

70歳
未
満
の
自
己
負
担
限
度
 

 
 
額
と
の
均
衡
を
考
慮
し
て
設
定
し
て
は
ど
う
か
。

 
 

 
 

 

 
※
 
な
お
、
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
を
見
直
す
場
合
、
高
額
介
護
合
算
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
に
つ
い
て
も
そ
れ
に
伴
う
 

 
 
見
直
し
が
必
要
と
な
る
。
 

  
 

 

  
 

 
  
  

1
0

 



高
額
療
養
費
の
見
直
し
の
方
向
性
に
つ
い
て

 

○
 
負
担
能
力
に
応
じ
た
負
担
と
す
る
観
点
か
ら
、
所
得
の
区
分
を
細
分
化
し
て
、
自
己
負
担
限
度
額
を
き
め
細
か
く
設
定
す
る
。

 

１
．
見
直
し
の
方
向
性

 

月
単
位
の
上
限
額

 

 上
位
所
得
者
 

健
保
：
標
報

5
3万

円
以
上

 
国
保
：
旧
た
だ
し
書
き
所
得
が

 
 

 
 
年
間

6
00万

円
以
上

 

1
50

,
000

円
＋
医
療
費
×
１
%   

<４
月
目
～
：

83,400円
> 

 一
般
所
得
者
 

（
年
収
約

2
10万

円
(※

１
) 

 
 
 
 
 
～
約
7
90万

円
）
 

 
8
0,

100
円
＋
医
療
費
×
１
% 

    
<４

月
目
～
：
44,400円

> 

 低
所
得
者
 

 
(住

民
税
非
課
税

) 
35,400円

 
<４

月
目
～
：

24,600円
> 

7
0歳未満 

月
単
位
の
上
限
額

 

従
来
の
 

上
位
所
得
者
 

    
従
来
の
 

一
般
所
得
者
 

  

 

 
従
来
の
低
所
得
者
 

 
(住

民
税
非
課
税

)
 

細
分
化
 

細
分
化
 

引
上
げ
 

引
上
げ

 

据
置
き

 

引
下
げ
 

２
．
見
直
し
案
の
イ
メ
ー
ジ

 

7
0
歳以上（原則１割負担） 

外
来

 
(個

人
ご
と

) 

現
役
並
み
所
得
者

 
健
保
：
標
報

28万
円
以
上
 

国
保
：
課
税
所
得
145万

円
以
上
 

4
4
,
40
0円

 
8
0
,
10
0円

+ 
医
療
費
×

1
% 

(
4
4
,4
0
0
円

) 

一
般
所
得
者

 
（
年
金
収
入
約

160～
約

380万
円
（
※

２
）
）
 

1
2
,
00
0円

 
7
0～

74歳
は
 

本
則
上
は

24,60
0円

 

4
4
,
40
0
円
 

7
0～

74歳
は
 

本
則
上
は

62,10
0円

 

低所得者 

Ⅱ
 

（
年
金
収
入

80～
16
0万

円
）
 

8
,
0
00
円
  

2
4
,
60
0
円
 

Ⅰ
 

（
年
金
収
入

80万
円
以
下
）
 

1
5
,
00
0
円
 

7
0

～7
4

歳 

（３割・２割負担の者） 

外
来

 
(
個
人
ご
と

)
 

現
役
並

み
 

一
 

般
 

   

低所得
者 

Ⅱ
（
年
金
収
入

80～
160

万
円
）
 

Ⅰ
（
年
金
収
入
80万

円
以
下
）
 

細
分
化
 

引
上
げ

（
※
１
）
 

据
置
き
 

据
置
き

※
特
例
を
維
持
 

据
置
き
 

7
0
～7
4
歳（１割負担の者

（特例措置の間））  

7
5
歳～（原則１割負担）  

外
来

 
(個
人
ご
と

) 

現
役
並
み
所
得
者

 
課
税
所
得

1
4
5
万
円
以
上

 

一
般

（
年
金
収
入

160～
3
80万

円
）
 

低所得
者 

Ⅱ
（
年
金
収
入
8
0～

160万
円
）

 
  

Ⅰ
（
年
金
収
入
80万

円
以
下
）
 

据
置
き
 

細
分
化
 

据
置
き
 

(※
１

)３
人
世
帯

(給
与
所
得
者

/夫
婦
子

1人
)の

場
合

 約
210万

円
、
単
身

(給
与
所
得
者

)の
場
合

 約
100万

円
 

(※
２
)単

身
(年

金
所
得
者
)の

場
合
 

 
※
１

 
個
人
か
ら
み
れ
ば

6
9歳

前
の
水
準
と
同
じ
（
現
役
並
み
に
つ
い
て
は
、
同
じ
又
は
引
下
げ
）
。

 

引
上
げ

（
※
１
）
 

1
1

 



参
考
資
料

 

1
2

 



 
 

被
用
者
保
険
計

  
 

 
 

 
 

国
保
計

 

 
 

 
 

若
 人

 計
 

後
期
高
齢
者

 
医
療
制
度

 
（
老
人
保
健
）
 
医
療
保
険
計

 
主
な
制
度
改
正

 
協
会
（
一
般
） 
組
合
健
保

 
共
済
組
合

 
市
町
村

 
国
保

 
国
保
組
合

 
 
 

 
 

被保険者(7
0歳未満）  

 
 

平
成
1
5
年
度
 

％
 

 
  
  7

5.32
  

％
 

 
 73

.
99
  

％
 

  
75.

95  
％
 

 
 
78.8

8  
％
 

 77.51  
％
 

 77.52  
％
 

 77.47  
％
 

  7
6.69

  
％
 

 
－
  

％
 

 
－
  

 
健
保
：
２
割
→
３
割

 

1
6 

 
  
  7

5.36
  

 
 
74
.3
2  

 
 
76
.
08    

77
.49  

 77.64  
 
77.72  

 76.55  
  7

6.78
  

 
－
  

 
－
  

1
7 

 
  
  7

5.30
  

 
 
74
.3
5  

 
 
75
.
97    

77
.11  

 77.56  
 
77.66  

 76.17  
  7

6.70
  

 
－
  

 
－
  

1
8 

 
  
  7

5.25
  

 
 
74
.3
8  

 
 
75
.
89    

76
.93  

 77.45  
 
77.60  

 75.40  
  7

6.60
  

 
－
  

 
－
  

1
9 

 
  
  7

5.82
  

 
 
75
.1
4  

 
 
76
.
33    

77
.12  

 77.86  
 
78.05  

 75.34  
  7

7.06
  

 
－
  

 
－
  

2
0 

 
  
  7

5.54
  

 
 
74
.7
4  

 
 
76
.
17    

76
.95  

 78.31  
 
78.29  

 
78.61 

  7
7.36

  
 
－
  

 
－
  

義
務
教
育
前
：
３
割
→
２
割
 

2
1 

 
  
  7

5.68
  

 
 
74
.9
3  

 
 
76
.
29    

76
.99  

 78.41  
 
78.42  

 
78.28 

  7
7.34

  
 
－
  

 
－
 

2
2 

 
  
  7

5.93
  

 
 
75
.2
0  

 
 
76
.
54    

77
.19  

 78.84  
 
78.86  

 
78.59 

  7
7.70

  
 
－
  

 
－
 

7
0歳以上 

平
成
1
5
年
度
  
  
  8

9.55
  

 
 
89
.2
5  

 
 
89
.
96    

90
.65  

 89.29  
 
89.36  

 87.01  
  8

9.34
  

 
－
  

 
－
  

1
6 

 
  
  8

9.56
  

 
 
89
.3
0  

 
 
89
.
94    

90
.38  

 89.37  
 
89.43  

 87.22  
 
 89.

40  
 
－
  

 
－
  

1
7 

 
  
  8

9.64
  

 
 
89
.3
9  

 
 
89
.
98    

90
.38  

 89.43  
 
89.49  

 87.36  
  8

9.46
  

 
－
  

 
－
  

1
8 

 
  
  8

9.15
  

 
 
88
.8
4  

 
 
89
.
49    

90
.25  

 88.71  
 
88.79  

 85.61  
  8

8.78
  

 
－
  

 
－
  

現
役
並
み
：
２
割
→
３
割
 

1
9 

     8
8.69

  
  88.40  

  
88.98    89.83  

 88.32  
 88.42  

 84.30  
  88.38  

 －
  

 －
  

2
0 

 
  
  8

4.08
  

 
 
83
.8
5  

 
 
84
.
19    

85
.23  

 85.82  
 
85.83  

 85.52  
  8

5.56
  

 
－
  

 
－
  

7
0
～
7
4
歳
：
１
割
→
２
割
 

2
1 

 
  
  8

4.19
  

 
 
84
.0
6  

 
 
84
.
34    

84
.53  

 86.56  
 
86.57  

 85.81  
  8

6.26
  

 
－
  

 
－
  

2
2 

 
  
  8

4.54
  

 
 
84
.4
0  

 
 
84
.
80    

84
.63  

 86.99  
 
87.01  

 86.18  
  8

6.69
  

 
－
  

 
－
  

計 

平
成
1
5
年
度
  
  
  7

6.00
  

 
 
75
.0
3  

 
 
76
.
40    

78
.49  

 78.76  
 
78.81  

 78.04  
  7

7.31
    

 
 9
1
.
17  

 8
2
.
79
  

健
保
：
２
割
→
３
割

 

1
6 

 
  
  7

6.32
  

 
 
75
.6
2  

 
 
76
.
68    

77
.90  

 79.64  
 
79.78  

 77.50  
  7

7.93
    

 
 9
1
.
35  

 8
3
.
09
  

1
7 

 
  
  7

6.43
  

 
 
75
.8
9  

 
 
76
.
70    

77
.66  

 80.30  
 
80.49  

 77.46  
  7

8.36
    

 
 9
1
.
50  

 8
3
.
27
  

1
8 

 
  
  7

6.58
  

 
 
76
.1
0  

 
 
76
.
81    

77
.75  

 80.80  
 
81.03  

 77.00  
  7

8.71
    

 
 9
1
.
19  

 8
3
.
21
  

現
役
並
み
：
２
割
→
３
割
 

1
9 

 
  
  7

7.01
  

 
 
76
.6
9  

 
 
77
.
17    

77
.81  

 81.48  
 
81.74  

 77.07  
  7

9.30
    

 
 9
1
.
09  

 8
3
.
45
  

2
0 

     7
6.93

  
  76.37  

  
77.34    77.93  

 80.32  
 80.37  

 79.37  
  78.66      91.15  

 83.03  
7
0
～
7
4
歳
/
義
務
教
育
前
：
 

 
 
[
77.

1
8]

 
 
[81.75]

 
 [79

.51
]  

 
 
[
8
3
.5
9
] 

２
割
 

2
1 

 
  
  7

7.10
  

 
 
76
.6
4  

 
 
77
.
42    

77
.98  

 80.58  
 
80.67  

 79.11  
  7

8.88
    

 
 9
1
.
30  

 8
3
.
33
  

 
 
[7
7.3

4
]
 

 
[82.01]

 
 [79

.73
]  

 
 
[
8
3
.8
7
] 

2
2 

 
  
  7

7.40
  

 
 
76
.9
7  

 
 
77
.
70    

78
.22  

 81.02  
 
81.11  

 79.43  
  7

9.24
    

 
 9
1
.
63  

 8
3
.
76
  

 
 
[7
7.6

3
]
 

 
[82.41]

 
 [80

.07
]  

 
 
[
8
4
.2
8
] 

医
療
保
険
制
度
別
の
実
効
給
付
率
の
推
移

 

（
注
１
）
予
算
措
置
に
よ
る

7
0歳

～
7
4歳

の
患
者
負
担
補
填
分
を
含
ん
で
い
な
い
。
予
算
補
助
分
を
含
め
た
給
付
率
は

[ 
]で

記
載
。
 

（
注
２
）
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
、
小
児
慢
性
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
と
い
っ
た
公
費
に
よ
る
医
療
費
の
自
己
負
担
の
軽
減
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。

 

○
 
医
療
保
険
制
度
全
体
の
患
者
の
実
効
負
担
率
は
約
１
６

.２
％

 （
2
2
年
度
）
で
あ
る
。

 
た
だ
し
、

2
0
年
度
以
降
、

70
歳
か
ら

74
歳
の
一
般
所
得
者
の
自
己
負

担
割
合
（
法
律
上
２
割
）
を
、
予
算
措
置
で
１
割
負
担
に
据
え
置
い
て
い
る
た
め
、
予
算
措
置
に
よ
る
軽
減
分
を
含
め
る
と
約
１
５

.７
％
で
あ
る
。

 

1
3

 



高
額
療
養
費
の
所
得
区
分
別
の
加
入
者
数
 

 
 

協
会
け
ん
ぽ

 
健
保
組
合

 
市
町
村
国
保

 
医
療
保
険
計

 

上
位
所
得
者

 
（
標
準
報
酬
月
額
53
万
円
以
上
、
旧
た
だ

し
書
き
所
得

6
0
0万

円
以
上
）
 

 

約
2
60
万
人

 
 

(
7
.5%

)
 

約
700万

人
 

(24.
0%)

 
約

130
万
人

 
 

(4.3%)
 

約
1,330

万
人

 
（

12.6%
）

 

一
般

 
 

約
3,

1
50
万
人

 
 

(9
1
.9%

)
 

約
2,22

0万
人

 
 

(75.
9%)

 
約

1,850
万
人

 
 

(61.5%)
 

約
8,200

万
人

 
（

77.5%
）

 

低
所
得
者

 
（
市
町
村
民
税
非
課
税
）
 
 

約
2
0万

人
 
 

(
0
.6%

)
 

約
2万

人
 

(0.1
%)

 
約

1,030
万
人

 
 

(34.2%)
 

約
1,050

万
人

 
（

9.9%
）

 

計
 

 
約

3,
4
30
万
人

 
 

(1
0
0.0

%)
 

約
2,92

0万
人

 
 

(100
.0%)

 
約

3,010
万
人

 
 

(100.0%)
 

約
10,590

万
人

 
（

100.0%
）

 

［
７
０
歳
未
満
］

 
※
一
定
の
仮
定
を
置
い
た
粗
い
推
計

 

［
７
０
歳
以
上
］

 

 
 

協
会
け
ん
ぽ

 
（

7
0～

74
歳
）

 
健
保
組
合

 
（

7
0～

74
歳
）

 
市
町
村
国
保

 
（

70
～

74
歳
）

 
後
期
高
齢
者

 
（

75歳
以
上
）

 
医
療
保
険
計

 

現
役
並
み
所
得
者

 
約

8
万
人

 
 

(14
.4%

)
 

約
4万

人
 

(
15.4%)

 
約

40万
人

 
 

(7.3%)
 

約
100

万
人

 
(7.0%)

 
約

160
万
人

 
（

7.5%)
 

一
般
 

 
約

50万
人

 
 

(80
.2%

)
 

約
2
0万

人
 
 

(
84.5%)

 
約

310万
人

 
 

(56.7%)
 

約
810

万
人

 
(55.6%)

 
約

1,200
万
人

 
（

57.1%)
 

低
所
得
者
Ⅱ

 
 

約
1万

人
 

(2.
1%)

 
約

0.1万
人

 
(0.2%)

 
約

140万
人

 
 

(24.8%)
 

約
280

万
人

 
(19.0%)

 
約

410
万
人

 
（

19.7%)
 

低
所
得
者
Ⅰ

 
 

約
2万

人
 

(3.
4%)

 
約

0万
人

 
(0%)

 
約

60万
人

 
 

(11.2%)
 

約
270

万
人

 
(18.4%)

 
約

330
万
人

 
(15.7%)

 

計
 

 
約

60万
人

 
 

(100.0%)
 

約
3
0万

人
 
 

(100.0%)
 

約
550万

人
 
 

(100.0%)
 

約
1,450

万
人

 
(100.0%)

 
約

2,100
万
人

 
（
100.0%)

 

（
※
１
）
協
会
け
ん
ぽ
と
健
保
組
合
は
、
標
準
報
酬
月
額
7.
8
万
円
以
下

(総
報
酬
約
100

万
円
以
下

)の
加
入
者
を
低
所
得
区
分
（
う
ち
7
0歳

以
上
に
つ
い
て
は
標

準
報
酬
月
額
5.8万

円
以
下
の
加
入
者
を
低
所
得
者
Ⅰ
）
と
仮
定
し
て
推
計
。
 

（
※
２
）
市
町
村
国
保
は
、
所
得
不
詳
の
人
数
を
除
い
た
所
得
区
分
の
割
合
か
ら
推
計
。

 
（
※
３
）
各
制
度
の
人
数
は
、
平
成

23年
度
平
均
（
保
険
局
調
べ
）
。
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高
額
療
養
費
制
度
の
主
な
改
正
経
緯
（
健
康
保
険
法
関
係
）
 

○
 
高
額
療
養
費
制
度
は
、
昭
和
４
８
年
の
制
度
創
設
以
来
、
数
次
の
改
正
の
中
で
、
低
所
得
者
の
所
得
区
分
の
設
定
、
世
帯
合
算
方
式

や
多
数
該
当
世
帯
の
負
担
軽
減
、
入
院
時
の
現
物
給
付
化
な
ど
の
見
直
し
を
行
っ
て
き
た
。

 

制
度
改
正
(施

行
年
月

) 
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正
内
容

 
そ
の
他
の
主
な
制
度
改
正
 

昭
和
４
８
年
１
０
月

 

・
医
療
の
高
度
化
に
よ
り
高
額
の
自
己
負
担
を
必
要
と
す
る
場
合
が
少

な
く
な
い
こ
と
を
踏
ま
え
、
被
扶
養
者
に
つ
い
て
高
額
療
養
費
制
度

を
創
設
 

・
被
扶
養
者
の
自
己
負
担
の
引
下
げ
(５

割
→
３
割
) 

昭
和
５
６
年
３
月

 
・
被
保
険
者
本
人
の
低
所
得
者
に
つ
い
て
高
額
療
養
費
を
創
設

 
・
被
扶
養
者
に
つ
い
て
低
所
得
者
の
所
得
区
分
を
創
設
 

・
被
扶
養
者
の
自
己
負
担
の
引
下
げ
(入

院
３
割
→
２
割
) 

・
本
人
一
部
負
担
金
(定

額
)の

引
上
げ
 

昭
和
５
９
年
１
０
月

 

・
被
保
険
者
本
人
の
低
所
得
者
以
外
に
も
高
額
療
養
費
を
創
設

 
・
世
帯
合
算
方
式
の
創
設

 
 
※
合
算
対
象
基
準
額
（
一
般

3万
円
、
低
所
得
者
2万

1千
円
）

 
・
多
数
該
当
世
帯
の
負
担
軽
減
を
創
設
 

・
高
額
長
期
疾
病
の
特
例

(血
友
病
、
慢
性
腎
不
全
)を

創
設

 

・
被
保
険
者
本
人
の
定
率
負
担
(１

割
)の

導
入
 

・
退
職
者
医
療
制
度
の
創
設
 

平
成
８
年
６
月

 
・
高
額
長
期
疾
病
の
特
例
の
対
象
に
後
天
性
免
疫
不
全
症
候
群
を
追
加

 

平
成
１
３
年
１
月

 

・
高
所
得
者
の
実
質
的
な
負
担
率
が
低
下
し
て
い
た
こ
と
を
踏
ま
え
、

上
位
所
得
者
の
区
分
を
創
設

 
・
一
定
額
を
超
え
た
医
療
費
の
１
％
を
自
己
負
担
限
度
額
に
加
算

 

・
一
般
保
険
料
と
介
護
保
険
料
を
合
算
し
た
率
に
適
用
さ
れ
て

い
た
保
険
料
率
の
上
限
を
、
一
般
保
険
料
率
の
み
に
適
用

す
る
改
正
 

平
成
１
４
年
１
０
月
 

・
70歳

以
上
に
つ
い
て
入
院
時
の
高
額
療
養
費
の
現
物
給
付
化

 
・
平
均
標
準
報
酬
月
額
に
対
す
る
自
己
負
担
限
度
額
の
水
準
の
引
上
げ

(22％
→
25％

) 
・
一
般
・
上
位
所
得
者
の
合
算
対
象
基
準
額
の
引
下
げ
（

3
万
円
→
2万

1千
円
）
 

・
保
険
料
の
総
報
酬
制
(ボ

ー
ナ
ス
に
標
準
報
酬
月
額
と
同
一

の
保
険
料
率
を
賦
課
)を

導
入
(
平
成
15年

4月
施
行
) 

・
被
保
険
者
本
人
の
３
割
負
担
の
導
入
(平

成
15年

4月
施
行
) 

平
成
１
９
年
４
月

 
・
70歳

未
満
に
つ
い
て
入
院
時
の
高
額
療
養
費
の
現
物
給
付
化

 
・
現
役
並
み
所
得
の
あ
る
高
齢
者
の
自
己
負
担
の
引
上
げ
(２

割
→
３
割
) 

平
成
２
４
年
４
月

 
・
外
来
時
の
高
額
療
養
費
の
現
物
給
付
化

 

※
 
上
記
の
改
正
の
ほ
か
、
平
均
的
な
給
与
の
伸
び
、
可
処
分
所
得
の
伸
び
を
勘
案
し
て
、
自
己
負
担
限
度
額
の
引
上
げ
を
行
っ
て
き
た
。
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○
 
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度
額
は
、
昭
和
４
８
年
の
制
度
創
設
時
は
、
平
均
的
な
月
給
（
旧
政
管
健
保
の
平
均
標
準
報
酬
月
額
）
の

５
０
％
程
度
と
な
る
よ
う
３
万
円
で
設
定
さ
れ
た
。

 
○

 
そ
の
後
、
所
得
水
準
が
上
昇
す
る
中
で
、
そ
れ
に
見
合
っ
て
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
平
成
１
３
年
に
は

平
均
的
な
月
給
の
２
２
％
程
度
ま
で
低
下
し
た
た
め
、
平
成
１
４
年
の
改
正
で
は
２
５
％
程
度
ま
で
引
き
上
げ
た
。

 

平
均
的
な
月
収
に
対
す
る
自
己
負
担
限
度
額
の
水
準
に
つ
い
て
 

改
定
年
度
 

自
己
負
担
限
度
額
 

（
Ａ
）
 

改
定
検
討
時
の
標
準
報
酬
月
額

の
平
均
値
（
Ｂ
）
※
 

割
合
（
Ａ
／
Ｂ
）
 

備
考
 

昭
和
４
８
年
 

３
０
，
０
０
０
円
 

５
９
，
２
４
１
円
 

５
１
％
 

平
均
標
準
報
酬
月
額
の
約
５
０
％

 

昭
和
５
１
年
 

３
９
，
０
０
０
円
 

１
０
５
，
８
３
２
円
 

３
７
％
 

昭
和
４
８
年
の
考
え
方
に
沿
っ
た
場
合
、
急
激
な
負
担

増
と
な
る
た
め
３
７
％
相
当
に
設
定

 

昭
和
５
９
年
 

５
１
，
０
０
０
円
 

１
８
９
，
５
４
８
円
 

２
７
％
 

給
与
伸
び
率
、
可
処
分
所
得
の
伸
び
率
に
照
ら
し
て
限

度
額
を
ス
ラ
イ
ド

 

昭
和
６
１
年
 

５
４
，
０
０
０
円
 

２
０
７
，
３
６
２
円
 

２
６
％
 

平
成
 
元
年
 

５
７
，
０
０
０
円
 

２
２
４
，
３
６
０
円
 

２
５
％
 

平
成
 
３
年
 

６
０
，
０
０
０
円
 

２
４
４
，
６
１
６
円
 

２
４
％
 

平
成
 
５
年
 

６
３
，
０
０
０
円
 

２
７
０
，
２
１
４
円
 

２
３
％
 

平
成
 
８
年
 

６
３
，
６
０
０
円
 

２
８
９
，
６
９
４
円
 

２
２
％
 

平
成
１
２
年
 

６
３
，
６
０
０
円
＋
１
％
 

２
９
０
，
７
０
１
円
 

２
２
％
 

医
療
を
受
け
た
者
と
受
け
て
い
な
い
者
の
負
担
の
公
平

を
図
る
等
の
観
点
か
ら
医
療
費
の
１
％
の
自
己
負
担
を

導
入
 

平
成
１
４
年
 

７
２
，
３
０
０
円
＋
１
％
 

２
８
９
，
７
０
０
円
 

２
５
％
 

標
準
報
酬
月
額
の
２
５
％
に
引
上
げ

 

平
成
１
８
年
 

８
０
，
１
０
０
円
＋
１
％
 

総
報
酬
約
３
２
万
円
※
 

２
５
％
 

総
報
酬
月
額
の
２
５
％
に
設
定

 

※
平
成
１
８
年
の
改
定
か
ら
ボ
ー
ナ
ス
を
含
め
た
総
報
酬
に
対
す
る
割
合
で
設
定
。
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高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
制
度
に
つ
い
て

 

○
 
１
年
間
（
毎
年
８
月
１
日
～
翌
年
７
月
３
１
日
（※

１
））
の
医
療
保
険
と
介
護
保
険
に
お
け
る
自
己
負
担
（※

２
）の

 
 

 合
算
額
が
著
し
く
高
額
に
な
る
場
合
に
、
負
担
を
軽
減
す
る
仕
組
み
（
平
成
２
０
年
４
月
施
行
）
。

 

（
制
度
の
基
本
的
枠
組
み
）
 

 
 
①
対
象
世
帯

 
 
医
療
保
険
各
制
度
（
被
用
者
保
険
、
国
保
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
等
）の

世
帯
に
介
護
保
険
の
受
給
者
が

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
存
在
す
る
場
合
に
、
被
保
険
者
か
ら
の
申
請
に
基
づ
き
、
高
額
療
養
費
の
算
定
対
象
と
な
る
世
帯
単
位
で
、
医
療

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
保
険
と
介
護
保
険
の
自
己
負
担
を
合
算
し
た
額
が
、
新
た
に
設
定
す
る
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
場
合
（※

３
） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
に
支
給
す
る
。

 

 
 
②
限

 度
 額

 
 

 年
額
５
６
万
円
を
基
本
と
し
、
医
療
保
険
各
制
度
や
被
保
険
者
の
所
得
・
年
齢
区
分
ご
と
の
自
己
負
担
限
度
額

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 を
踏
ま
え
て
き
め
細
か
く
設
定
。

 

 
 
③
費
用
負
担

 
 
医
療
保
険
者
、
介
護
保
険
者
の
双
方
が
、
自
己
負
担
額
の
比
率
に
応
じ
て
負
担
し
合
う
。

 

 （
制
度
の
イ
メ
ー
ジ
）
 

医
療
保
険
者

 

医
療
保
険
受
給
者

 

介
護
保
険
受
給
者

 

介
護
保
険
者

 
（
市
町
村
）
 

③
申
請
（②

の
証
明

 
 

 書
を
添
付
）
 

⑤
支
給

 

支
給
額
算
定

 

各
医
療
保
険
の
高
額
療
養
費

算
定
世
帯

 

④
支
給
額
の
連
絡

 

②
介
護
自
己

 
 

 負
担
額
証
明
書

 
⑤
支
給

 

①
申
請

 

（
※
１
）
 
国
保
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
お
け
る
所
得
区
分
の
変
更
が
、
８
月
１
日
か
ら
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
も
の

 
（
※
２
）
 
食
費
・
居
住
費
及
び
差
額
ベ
ッ
ド
代
等
に
つ
い
て
は
、
別
途
負
担
が
必
要
と
な
る
（現

行
の
高
額
療
養
費
・高

額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
等
の
制
度
と
同
様
。
）。

 
（
※
３
）
 
高
額
医
療
・
高
額
介
護
制
度
の
目
的
は
「医

療
保
険
と
介
護
保
険
の
自
己
負
担
の
合
算
額
が
著
し
く
高
額
に
な
る
場
合
に
負
担
を
軽
減
す
る
」こ
と
で
あ
る

 
 

 
 

 
と
と
も
に
、
関
係
す
る
保
険
者
が
複
数
（２
以
上
）に
わ
た
り
、
そ
れ
ぞ
れ
事
務
負
担
及
び
費
用
が
生
じ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
（自

己
負
担
の
合
算
額
－
自
己

 
 

 
 

 
負
担
限
度
額
）が

５
０
０
円
以
上
と
な
る
場
合
に
限
り
、
支
給
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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高
額
医
療
・
高
額
介
護
合
算
療
養
費
制
度
の
算
定
基
準
額
（
限
度
額
）
 

○
 
年
額
５
６
万
円
（
老
人
医
療
と
介
護
保
険
の
自
己
負
担
を
合
算
し
た
額
の
分
布
状
況
を
踏
ま
え
て
設
定
）
 

 
 
を
基
本
と
し
、
医
療
保
険
各
制
度
や
所
得
・
年
齢
区
分
ご
と
の
自
己
負
担
限
度
額
を
踏
ま
え
て
き
め
細
か
く

 
 
設
定
。

 

＜
限
度
額
＞

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

被
用
者
保
険
又
は
国
保

被
用
者
保
険
又
は
国
保

＋
介
護
保
険

＋
介
護
保
険

＋
介
護
保
険

（
７
０
歳
～
７
４
歳
が
い
る
世
帯
（
※
1
）
）

（
７
０
歳
未
満
が
い
る
世
帯
（
※
2
）
）

６
７
万
円

６
７
万
円

１
２
６
万
円

５
６
万
円

６
２
万
円

６
７
万
円

Ⅱ
３
１
万
円

３
１
万
円

Ⅰ
１
９
万
円

１
９
万
円

現
役
並
み
所
得
者

一
　
　
般

低
所
得
者

３
４
万
円

（
上
位
所
得
者
）

（
※
３
）

（
※
１
・２
）
 
対
象
と
な
る
世
帯
に
、
７
０
歳
～
７
４
歳
の
者
と
７
０
歳
未
満
の
者
が
混
在
す
る
場
合
に
は
、
①
ま
ず
は
７
０
歳
～
７
４
歳
の
者
に
係
る
自
己
負
担
の

 
 

 
 

 
合
算
額
に
、
（
※
１
）の

区
分
の
自
己
負
担
限
度
額
が
適
用
さ
れ
た
後
、
②
な
お
残
る
負
担
額

 と
、
７
０
歳
未
満
の
者
に
係
る
自
己
負
担
の
合
算
額
と
を

 
 

 
 

 
合
算
し
た
額
に
、
（
※
２
）
の
区
分
の
自
己
負
担
限
度
額
が
適
用
さ
れ
る
。

 

（
※
３
） 
平
成
２
６
年
７
月
ま
で
は
５
６
万
円
。
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